
事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

環境衛生費

（ 当初予算額  ） 2,221 2,200 2,179

4 款 衛生費 1 項 5 目保健衛生費

H26決算

2,166

事業コストに関する特記事項H27予算

2,087

事
業
コ
ス
ト

2,094

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

2,1662,134 2,087

廃止・休止

防疫(害虫）薬剤散布については、排水の停滞し
やすい新湊地区におけるハエ・蚊の発生抑制及び
船舶による海外などからの害虫の侵入の阻止に効
果があり、引き続き事業を継続する。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

防疫害虫については、排水事情の悪い沿岸部において、病気の媒介体となるハエ、蚊の発生を抑える必
要がある。また、近年では、セアカゴケグモなどの毒性がある生物が船舶に付着してくる可能性もあ
り、生態系の破壊も危惧されることから、防疫事業は必要不可欠である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 薬剤を定期的にかつ広範囲に一斉散布していることから、防疫対策には有効である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 短期間で地区全体を薬剤散布することから、効率性は高い。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

防疫事業対象地区数

指　標　名

煙霧機による薬剤散布回数

項目(単位:千円) H24決算

2,134

H25決算

2,094直 接 事 業 費

H27見込

5 5 5地区 5

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

回 2
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

2 22

市直営

根 拠 法 令 等

意
図
どのような
状 態 に

排水事情の悪い沿岸部のハエ・蚊の発生の防止及び港湾部の船舶から住宅街へ進入を図る害虫を防除
し、港周辺地域に被害が出ないよう、また、広範囲に広がるのを防ぐ。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

政 策 ( 章 ) 第 1 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 新湊地区の海沿い地域

○

環境保全の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

自然と共に生きるまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ５２－７９６７272 予算事業名 ( 環境衛生対策費

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

防疫事業の実施（新湊地区港湾、海岸部周辺防疫害虫駆除のため年２回薬剤散布を行う。）

事業№ 事務事業名 環境衛生対策費
担
当
部
署

市民環境部

環境課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 保健衛生費 5 目 環境衛生費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事業№

272

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

環境衛生対策費

年度分 ）

( 環境衛生対策費 )

4 款 衛生費

ソフト事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

課名 環境課

電話 ５２－７９６７

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

環境衛生費

（ 当初予算額  ） 2,000 2,000 2,450

4 款 衛生費 1 項 5 目保健衛生費

H26決算

2,466

事業コストに関する特記事項H27予算

2,500

事
業
コ
ス
ト

2,420

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

2,4662,296 2,500

廃止・休止

害虫については、気温や地域状況により発生の時
期や場所、量が不規則であるため、個々に駆除す
ることが蔓延を防ぐ方法であることから、現行ど
おり実施。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

単位自治会が地域の状況により必要な範囲で自主的に防除しており、生活環境の保全や防疫のため、そ
の活動を支援することは妥当である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 地域の状況により駆除をすることが蔓延を防ぐ。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 大量に発生する害虫に対し、必要な範囲、薬剤量で対応できる。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

防除実施個所数（自治会数）

指　標　名

補助金交付件数

項目(単位:千円) H24決算

2,296

H25決算

2,420
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

133 126 144団体 127

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

件 126
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

127 144133

市直営

根 拠 法 令 等 射水市害虫防除補助金交付要綱

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

ハエ、蚊、アメリカシロヒトリ、チャドクガなど広範囲に発生し、人体や樹木などへの被害を及ぼす害
虫の駆除のための薬剤購入への補助金

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

政 策 ( 章 ) 第 1 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

害虫防除を行った単位自治会に交付

環境保全の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

自然と共に生きるまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ５２－７９６７274 予算事業名 ( 環境衛生対策費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

単位自治会が、各区域内の住宅の樹木や小公園などの防除、路地や側溝への薬剤噴霧を行う。
薬剤購入費の１／２（上限５０千円）

事業№ 事務事業名 害虫防除補助金
担
当
部
署

市民環境部

環境課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 保健衛生費 5 目 環境衛生費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

2,466

2,466

件

千円

千円

千円

133 126 127 144

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

2,500

2,500

補 助 区 分

定 額

○ 定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

2,296 2,420

2,296 2,420

害虫防除を行った単位自治会に交付事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

ハエ、蚊、アメリカシロヒトリ、チャドクガなど広範囲に発生し、人体や樹木などへの被害を及ぼす害
虫の駆除のための薬剤購入への補助金

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

単位自治会が、各区域内の住宅の樹木や小公園などの防除、路地や側溝への薬剤噴霧を行う。
薬剤購入費の１／２（上限５０千円）

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 上限５０千円で１/２補助

事業№

274

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

害虫防除補助金

年度分 ）

( 環境衛生対策費 )

4 款 衛生費

補助金事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

課名 環境課

電話 ５２－７９６７

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

環境衛生費

（ 当初予算額  ） 700 600 600

4 款 衛生費 1 項 5 目保健衛生費

H26決算

600

事業コストに関する特記事項H27予算

600

事
業
コ
ス
ト

600

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

600700 600

廃止・休止

衛生協議会の事業は、射水市一斉クリーン作戦を
はじめとした清掃活動の他富山エコ・ストア制度
の推進等に取り組んでおり引き続き支援する。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 市民による美化活動の一環であり、自主的に環境美化活動を進める組織であり、妥当である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 協議会は、市と呼応しながら細やかな地球美化の啓発に貢献していることから有効である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

組織の役員は、地域振興会や校下自治会からの推薦による役員で構成されることから環境啓発事業の効
率性は高い。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

射水市一斉クリーン作戦（ごみ回収量）

指　標　名

補助金交付件数

射水市一斉クリーン作戦（参加人数）

項目(単位:千円) H24決算

700

H25決算

600
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

6.5 7.3 6.5トン 6.5

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

13,000 15,000

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

15,000

1

15,000

1

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金等交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

射水市環境衛生協議会の活動を支援するもの。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

政 策 ( 章 ) 第 1 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

射水市環境衛生協議会

環境保全の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

自然と共に生きるまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ５２－７９６７275 予算事業名 ( 環境衛生対策費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

地球環境の保全、環境美化、清掃事業の推進等地域の環境衛生の向上を図り、健康で明るく住みよいま
ちづくり推進する。

事業№ 事務事業名 射水市環境衛生協議会補助金
担
当
部
署

市民環境部

環境課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 保健衛生費 5 目 環境衛生費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

○ 担当課が主体

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

300

10.3

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

600

600

197

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

4,342 4,280 4,146

16.1 14.0 14.5

3,937 3,980 3,949

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

600

600

補 助 区 分

○ 定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

7.5 5.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

700 600

700 600

405

射水市環境衛生協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

射水市環境衛生協議会の活動を支援するもの。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

地球環境の保全、環境美化、清掃事業の推進等地域の環境衛生の向上を図り、健康で明るく住みよいま
ちづくり推進する。

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

事業№

275

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

射水市環境衛生協議会補助金

年度分 ）

( 環境衛生対策費 )

4 款 衛生費

補助金事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

課名 環境課

電話 ５２－７９６７

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

×

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数

1

109)

○ 会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

エコライフ・イベント、エコドライブ県民大会の実施、とやま環境フェアの開催及びごみゼロ推進運動
功労者表彰等。

事業№ 事務事業名 とやま環境財団事業補助金
担
当
部
署

市民環境部

環境課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ５２－７９６７276 予算事業名 ( 環境衛生対策費

環境保全の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

自然と共に生きるまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

政 策 ( 章 ) 第 1 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

（公財）とやま環境財団

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金等交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

水と緑に恵まれた快適な環境を次世代に継承していく。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 11

指　標　名

とやま環境フェア（来場人数）

指　標　名

補助金交付件数

項目(単位:千円) H24決算

300

H25決算

300
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

12,000 9,700 15,000人 15,000

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 県民（市民）、企業、行政が一体となって環境問題に取り組むことを目指す。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 環境保全の啓発活動に有効である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 富山県との連携事業であり、環境啓発を進めるうえできわめて効率的である。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

300

廃止・休止

富山県、他市と協働した事業であり、更に充実し
た環境保全の啓発活動に取り組む。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

300

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

300300

環境衛生費

（ 当初予算額  ） 300 300 300

4 款 衛生費 1 項 5 目保健衛生費

H26決算

300

事業コストに関する特記事項H27予算

300



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数

1

)

○ 会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

×

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

補助金事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

課名 環境課

電話 ５２－７９６７

事業№

276

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

とやま環境財団事業補助金

年度分 ）

( 環境衛生対策費 )

4 款 衛生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 ３００千円（１市当たり）

（公財）とやま環境財団事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

水と緑に恵まれた快適な環境を次世代に継承していく。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

エコライフ・イベント、エコドライブ県民大会の実施、とやま環境フェアの開催及びごみゼロ推進運動
功労者表彰等。

補 助 区 分

○ 定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

8.3 3.8

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

300 300

300 300

4,217

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

191,405 168,066 117,911

0.2 0.2 0.3

187,188 155,227 113,638

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

300

300

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

12,839

2.3

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

300

300

4,273

件

千円

千円

千円

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 保健衛生費 5 目 環境衛生費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

個人及び団体ボランティアが、それぞれの清掃活動区域で清掃活動を行う。

162

事業№ 事務事業名 美化対策費
担
当
部
署

市民環境部

環境課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ５２－７９６７277 予算事業名 ( 美化対策費

環境保全の推進 ○

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

自然と共に生きるまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

日

H24実績 H25実績 H26実績

第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

政 策 ( 章 ) 第 1 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 全市民

市直営

根 拠 法 令 等 射水市アダプト・プログラム（里親制度）実施要綱

意
図
どのような
状 態 に

市民、企業が一体となった清掃活動により身近な生活活動を改善するとともに環境美化の意識の高揚を
図る。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

2 2

団体 56
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

59

2

59

2

56

指　標　名

アダプト・プログラム会員数

不法投棄監視パトロール員年間活動日数

指　標　名

アダプト・プログラム参加団体

不法投棄監視パトロール員

項目(単位:千円) H24決算

3,666

H25決算

2,775直 接 事 業 費

H27見込

1,683

106

1,685

106

2,300

160

人 2,231

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 清掃ボランティア活動を支援する事業である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 企業・団体・個人等が行う清掃活動であり、美化活動の啓発にもつながる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 地域に密着した清掃活動であることから、広範囲にわたりきめ細かな清掃ができる。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

3,163

廃止・休止

事業費は、保険加入費と草刈鎌、ごみ袋及び軍手
など必要最低限の支援である。今後も、ボラン
ティア団体の増加に努めたい。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

2,775

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

1,560

2,0823,666

環境衛生費

（ 当初予算額  ） 3,844 3,044 3,106

4 款 衛生費 1 項 5 目保健衛生費

H26決算

3,642

事業コストに関する特記事項H27予算

3,163



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

ソフト事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

課名 環境課

電話 ５２－７９６７

事業№

277

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

美化対策費

年度分 ）

( 美化対策費 )

4 款 衛生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 保健衛生費 5 目 環境衛生費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

環境保全

（ 当初予算額  ） 6,495 6,494 6,416

4 款 衛生費 1 項 7 目保健衛生費

H26決算

6,183

事業コストに関する特記事項H27予算

5,851

事
業
コ
ス
ト

5,271

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

6,1835,141 5,851

廃止・休止

経年変化の見られない所や、水系的に複数個所を
統合できる所を精査する。また、精査のプロセス
として環境審議会で審査し、調査精度の維持を図
る。

○ やり方改善

負担適正化

現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ｂ 快適な生活環境及び良好な自然環境を保全していくために必要である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 定期的に各種環境値を測定しておくことで、数値に異常があれば、早期に発見できる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ｂ 測定を外部委託し、入札することで、経費の削減を図っており効率的である。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ｂ  事業の一部に見直しが必要

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

人の健康の保護に関する環境基準等達成
（水質BOD値、土壌）

指　標　名

大気、水質、悪臭、土壌調査

騒音、振動調査（直営）

項目(単位:千円) H24決算

5,141

H25決算

5,271直 接 事 業 費

H27見込

100.0 100.0 100.0% 100.0

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

39 39

箇所 25
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位

箇所

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

25

39

25

39

25

市直営

根 拠 法 令 等

意
図
どのような
状 態 に

市民の健康を保護し、快適な生活環境及び良好な自然環境を保全する。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

政 策 ( 章 ) 第 1 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 射水市内の環境保全

○

環境保全の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

自然と共に生きるまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ５２－７９６７280 予算事業名 ( 公害対策費

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

大気、水質、騒音、振動など状況を監視し、必要に応じて対策を講じる。

事業№ 事務事業名 公害対策費
担
当
部
署

市民環境部

環境課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 保健衛生費 7 目 環境保全

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

×

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事業№

280

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

公害対策費

年度分 ）

( 公害対策費 )

4 款 衛生費

ソフト事業

担
当
部
署

部名 市民環境部

課名 環境課

電話 ５２－７９６７

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ｂ やや適合 ａ 適合 ｂ やや適合

団体運営費補助

評価結果

×

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

事業の一部に
見直しが必要Ｂ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

緑化推進費

（ 当初予算額  ） 50 50 50

6 款 農林水産業費 2 項 2 目林業費

H26決算

50

事業コストに関する特記事項H27予算

50

事
業
コ
ス
ト

50

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

5050 50

廃止・休止

ミズアオイは、富山県のレッドデータブックにも
記載され県内では、入善北東部、黒部市北東部、
富山市北部、射水市、氷見市中南部でしか確認さ
れておらずミズアオイ保護委員会が活動をやめれ
ば射水市はおろか県内でもいずれ絶滅する恐れが
あるため現行通り活動を行うことが望ましい。やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 絶滅危惧植物の保護活動を行っており、活動経費を補助することは妥当である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 富山県のレッドデータブックに載っている絶滅危惧植物であるミズアオイの保護に有効な事業である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 経費は、作業費や借用費など最少限度である。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

保護エリア面積

保護株数

指　標　名

補助金交付件数

作業実施回数

項目(単位:千円) H24決算

50

H25決算

50
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

385

300

385

300

385

300

面積
（㎡）

385

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

20 20

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位

回

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

20

1

20

1

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金等交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

希少植物であるミズアオイの保護活動を行う。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

株数

H24実績 H25実績 H26実績

第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

政 策 ( 章 ) 第 1 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

ミズアオイ野村保護委員会　委員長　宮前　美信

○

環境保全の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

自然と共に生きるまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５９391 予算事業名 ( 緑化推進費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

ミズアオイの生育に適した環境整備と水温及び水量管理を行う。

300

事業№ 事務事業名 ミズアオイ保護対策活動補助金
担
当
部
署

産業経済部

農林水産課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

2 項 林業費 2 目 緑化推進費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

4

4.2

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

50

50

2

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

100 104 104

50.0 48.1 48.1

96 100 102

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

50

50

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

4.0 2.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

50 50

50 50

4

ミズアオイ野村保護委員会　委員長　宮前　美信事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

希少植物であるミズアオイの保護活動を行う。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

ミズアオイの生育に適した環境整備と水温及び水量管理を行う。

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

事業№

391

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

ミズアオイ保護対策活動補助金

年度分 ）

( 緑化推進費 )

6 款 農林水産業費

補助金事業

担
当
部
署

部名 産業経済部

課名 農林水産課

電話 ８２－１９５９

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数 28)

○ 会費負担なし会費負担あり

(会費:
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